
様式第20号その1 

  

(
 

特
別
徴
収
義
務
者 

) 

納

税

者 

住所(所在地)  平川市柏木町藤山△△番地△ 

氏名(名称) 平川 太郎                    

個人番号 

(法人番号) 
                          

連 絡 先 

(電話番号) 
 ０１７２－××－×××× 

第     号 換価猶予 ・ 換価猶予期間の延長  申請書 

×× 年 ６ 月 ４ 日 

   平川市長         様 

 

   私の納付(納入)しなければならない下記の税額等について 
換 価 猶 予 

換価猶予期間の延長 
を申請します。 

   なお、今回承認を受けた場合は、下記の分納計画のとおり納付(納入)することはもちろん、新たに納期の到来する市税に関し

ても、指定された納期限までに必ず納付(納入)いたします。 

納
付
す
べ
き
市
税 

納税通知

書番号 
年度 期別 納期限 税 目 

税 額 

(円) 

督 促
手数料 

(円) 

延滞金 

(円) 

加算金 

(円) 

滞 納
処分費 

(円) 

計 

(円) 

  ×× 1 ××.5.31 固定資産税 250,000         250,000 

                      

                      

                      

                      

合計             

納付すべき市税のうち、換価の猶予(延長)を受けようとする金額  250,000          250,000 

換 価 猶 予 期 間 ×× 年 ６ 月 ４ 日 から      ×× 年 10 月 31 日 まで 日間 

延 長 期 間 年   月   日 から        年   月   日 まで 日間 

申
請
理
由 

 同居の父の入院・手術費用が急遽発生し、生命保険等も未加入であったことから費用を全額負

担した。このことにより預金を切り崩す必要が生じ、現在の資金では一括納付が困難な状況であ

る。今後は通院費のみの費用負担となるので分割により納付していきたい。 

当
該
条
項 

地方税法 

第 15 条 

第 １ 項 

第 ２ 号 

納
税
担
保 

担 保 物 件 有  ○無  
理由  猶予を受けようとする金額が100万円を超えないため。 

差押解除申請 有  ○無  

保
証
人 

住所 職業 氏名 印 生年月日 

          

          

分

納

計

画 

NO. 分納期限 金額(円) NO. 分納期限 金額(円) 

① ×× ・ ６ ・ 30   50,000 ⑦ ・   ・     

② ×× ・ ７ ・ 31   50,000 ⑧ ・   ・     

③ ×× ・ ８ ・ 31   50,000 ⑨ ・   ・     

④ ×× ・ ９ ・ 30   50,000 ⑩ ・   ・     

⑤ ×× ・ 10 ・ 31   残額＋延滞金 ⑪ ・   ・     

⑥  ・   ・      ⑫ ・   ・     

摘要   

( 根拠法令 ： 地方税法   第   条    第   項    第   号    ) 

④  

③  

②  

①  



換価猶予・換価猶予期間の延長申請書の書き方について 

 

① 納税者の住所、氏名、連絡先 

  住所（又は所在地）、氏名（又は名称）、日中連絡のつく電話番号を記入します。 

  申請者が法人である場合は、法人番号を記入します。 

  申請者が個人である場合は、個人番号の記載は不要です。 

 

② 日付、申請区分 

  申請する年月日を記入します。郵送で提出する場合は、投函日を記入します。 

  申請書は換価猶予と換価猶予期間の延長が記載されています。申請に関係のないものは

線を引くなどしてください。なお、猶予期間の延長については、猶予を受けた後、猶予期

間内に完納することができないやむを得ない理由が認められる場合に、当初の猶予期間が

終了する前に延長の申請をすることにより、当初の猶予期間と合わせて最長２年以内の範

囲で認められることがあります。 

 

③ 換価猶予を受ける税目、期限、理由、担保等 

  納税通知書番号は職員が記入します。 

  納付すべき市税の年度、期別、納期限、税目、税額を記入します。督促手数料、延滞金、

加算金、滞納処分費については記入不要です。 

  換価猶予期間は、猶予期間の開始日と分納計画の最終日を記入します。 

  申請理由については、「市税を一時に納付することにより、事業の継続又は生活の維持

を困難にするおそれがある認められること」について具体的に記入します。 

  納税担保は、次のいずれかに該当する場合は不要です。 

  （１）猶予を受ける金額が100万円以下である場合。 

  （２）猶予を受ける期間が３か月以内である場合。 

  （３）担保を提供できない特別の事情がある場合。特別な事情とは、例えば、地方税法

により担保として提供できることとされている種類の財産がないこと等が挙げ

られます。 

 

④ 分納計画 

  最長１年の範囲内で、猶予を受ける市税を分割で納付する期限と金額を記入します。分

納計画の最終回には「残額＋延滞金」と記入します。 


